
特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

Ⅰ　組織の統廃合、組織のあり方

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

1 地方３公社管理業務の統合 ３公社（栃木県土地開発公社、栃木県道路公社、栃木県住宅供給公社）の管理
業務を統合し、総称を「栃木県地域づくり機構」とした（３公社それぞれの法人格
は残る）（H24年4月1日）
⇒理事長と専務理事の共通化、総務部門の共通化

◎

2 産業団地造成機能の一元化
検討

庁内ＷＧで検討を進めた⇒引き続き検討していく方向【H23・H24・H25・H26】
△

3 栃木県道路公社 地方３公社管理業務の統合 ３公社（栃木県土地開発公社、栃木県道路公社、栃木県住宅供給公社）の管理
業務を統合し、総称を「栃木県地域づくり機構」とした（３公社それぞれの法人格
は残る）（H24年4月1日）
⇒理事長と専務理事の共通化、総務部門の共通化

◎

4 栃木県住宅供給公社 地方３公社管理業務の統合 ３公社（栃木県土地開発公社、栃木県道路公社、栃木県住宅供給公社）の管理
業務を統合し、総称を「栃木県地域づくり機構」とした（３公社それぞれの法人格
は残る）（H24年4月1日）
⇒理事長と専務理事の共通化、総務部門の共通化

◎

5 （公財）とちぎ未来づくり財団
（旧　生涯学習文化財団）

とちぎ青少年こども財団との再
編、県派遣職員縮減

・（財）とちぎ未来づくり財団として再編（H23年4月1日）
・県派遣職員（H22：35名→H23：29名→H24：28名→H25：27名→H26：27名→
H27:25名）

◎
人員のスリム化の要素
も有り

6 （公財）とちぎ未来づくり財団
（旧　青少年こども財団）

とちぎ生涯学習文化財団との
再編

（財）とちぎ未来づくり財団として再編（H23年4月1日）
◎

7 （公財）栃木県環境保全公社 馬頭処分場完成後の業務検
証、組織のあり方検討

馬頭処分場の完成を待って検証・検討
－

8 （公財）栃木県保健衛生事業
団

臓器移植推進協会との統合
等の検討

臓器移植推進事業を推進していくための体制づくり等について臓器移植推進協
会と引き続き協議・検討していく【H22・H23・H24・H25・H26】 △

9 （公財）栃木県臓器移植推進
協会

保健衛生事業団への統合等
の検討

臓器移植推進事業を推進していくための体制づくり等について保健衛生事業団
と引き続き協議・検討していく【H22・H23・H24・H25・H26】 △

10 （公財）栃木県産業振興セン
ター

とちぎ産業交流センターの統
合

交流センターの取締役会・株主総会時の情報提供、中小企業基盤整備機構等
との意見交換を実施【H22・H23・H24・H25・H26】 △

11 （株）とちぎ産業交流センター 栃木県産業振興センターへの
統合

取締役会・株主総会時の情報提供、中小企業基盤整備機構等との意見交換を
実施【H22・H23・H24・H25・H26】 △

栃木県土地開発公社
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況
№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

12 （公財）大谷地域整備公社 抜本対策の検討 ・国・県・宇都宮市・公社で構成する「大谷対策あり方検討協議会」をH23年3月
に設置【H22】
・検討協議会で公社の担うべき役割等について検討し、議会へ検討結果を報告
【H23・H24】
・検討結果に基づき地元説明等【H25】
・城山地域ビジョン策定について地元住民の意向確認のためのアンケート調査
を実施するとともに、県と宇都宮市において、地元住民の代表者と話し合いを実
施。【H26】
・県派遣職員削減（H22：2名→H23：0名）

○

13 （公社）栃木県観光物産協会 とちぎ農産物マーケティング
協会との統合の検討

・関係部局等による情報交換を実施【H22・H23・H24・H25・H26】
△

14 （一社）とちぎ農産物マーケ
ティング協会

協会組織のあり方検討 関係部局等による情報交換を実施【H22・H23・H24・H25・H26】
△

15 （公社）栃木県畜産協会 農業振興公社畜産関係事業
の移管検討

ハード事業を実施する段階での経営計画作成支援等、公社との連携方策につ
いて検討を進めていく【H23・H24・H25・H26】 ○

16 （公社）とちぎ環境・みどり推
進機構
（旧　栃木県治山林道協会）

緑化推進委員会、森林整備
公社との再編

・H23年4月1日に森林整備公社の林業労働力確保支援センター業務が移管
・H23年12月1日に緑化推進委員会を存続法人として吸収合併により（社）とちぎ
環境・みどり推進機構が発足【H23】

◎

17 （公社）とちぎ環境・みどり推
進機構
（旧 栃木県緑化推進委員会）

治山林道協会、森林整備公
社との再編

H23年12月1日に緑化推進委員会を存続法人として、治山林道協会を吸収合併
することにより（社）とちぎ環境・みどり推進機構が発足【H23】

◎

18 公社の債務の処理、廃止 公社は平成25年４月８日に解散するとともに、債務の処理を実施
◎

19 分収林事業以外の移管、緑化
推進委員会、治山林道協会と
の再編

林業労働力確保支援センター業務を治山林道協会へ移管（H23年4月）

◎

20 （公財）とちぎ建設技術セン
ター

治山林道協会測量設計部門
の統合

治山林道協会測量設計部門の職員を採用【H23】
※治山林道協会は緑化推進委員会に吸収合併（H23年12月1日） ◎

21 （公財）栃木県暴力追放県民
センター

県警との役割分担の明確化 民事案件など警察では対応できない事件について、暴追センターを通じて弁護
士相談を実施する等、県警との役割分担を明確化【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

（財）栃木県森林整備公社
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

Ⅱ　事業見直し、事務効率化

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

22 栃木県道路公社 受託業務等の民間開放 長大トンネル管理業務を縮小した【H23】
⇒越床、明神、神長、大越路の４トンネルの管理業務を民間開放 ○

23 栃木県住宅供給公社 分譲事業の縮小 着手済みのつつじが丘ニュータウン他２団地で29区画譲渡契約締結【H26】
○

24 事業の継続発展 ・高校入学一時金貸与事業と月額貸与奨学金事業の募集を併せて実施【H22】
・奨学金事業について、管理事務の見直しを検討【H24】

○

25 東京学生寮の修繕等 ・建替えの方向で、今後引き続き県と協議を進めていくことを理事会で報告・了承
【H23】
・学生寮のニーズについて、奨学生や保護者を対象にアンケートを実施【H24】
・学生寮の建替えについて検討【H25・H26】

○

26 経営の効率化、財源確保 ・平成25年度からの公益財団法人化に向けて、需用費の縮減による管理経費の
削減を実施【H24】
・公益財団法人認定（25年4月1日）

○ 収入確保の要素も有り

27 新規団員獲得 とちぎＴＶ等を活用し、消防団活動のＰＲを実施【H22・H23・H24・H25・H26】
○

28 指定管理業務の検討 「栃木県防災館」の指定管理者から撤退した【H23】
◎

29 埋蔵文化財センターの管理運
営方針の見直し

風土記の丘資料館の移管・あり方検討に併せて検討【H22・H23・H24・H25・H26】
△

30 風土記の丘資料館の管理検
討

・なす風土記の丘資料館湯津上館を大田原市へ移管（H24年4月1日）
・しもつけ風土記の丘資料館及びなす風土記の丘資料館について、H27年度か
ら下野市、那珂川町へ移管決定【H26】

◎

31 （公財）とちぎ男女共同参画
財団

施設管理方法検討 とちぎ男女共同参画センター南館には指定管理者制度を導入し、新たに設置さ
れた同センター北館は県直営で管理【H23】 ◎

（公財）栃木県育英会

（公財）栃木県消防協会

（公財）とちぎ未来づくり財団
（旧　生涯学習文化財団）
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

32 （公財）とちぎ未来づくり財団
（旧　青少年こども財団）

指定管理業務の見直し ・平成22年度末をもって、とちぎ青少年センター指定管理業務から撤退【H22】
・その他の指定管理施設については、県職員派遣を前提とした施設管理のあり
方について検討中【H22・H23・H24・H25・H26】

△

33 （公財）栃木県国際交流協会 県業務との機能分担の明確化 ・従来、県から協会へ委託していた「友好交流事業」を県直営化【H23】
・H23年4月から公益財団法人へ移行し、在県外国人の支援など多文化共生の
社会づくりに関する事業を展開【H23】

◎

34 （公財）栃木県環境保全公社 公社事業の実施 ・廃棄物排出事業者及び廃棄物処理業者への講習会等を実施【H23・H24・
H25・H26】
・産業廃棄物処理施設の役割に関する理解促進を図るため、一般県民を対象と
した施設見学会を実施【H23・H24・H25・H26】

○

35 高齢者相談事業の見直し 市町社会福祉協議会や法テラス等の相談事業の充実により、高齢者総合相談セ
ンター業務を廃止【H23】 ◎

36 「わかくさ」の役割の明確化等 とちぎ男女共同参画センターの相談・支援部門（婦人相談所）との連携のため、
隣接地に「わかくさ」を移転整備（H24年4月から稼動）【H24】 ○

37 業務や機能の精選化 ・国の制度見直し（システムの一元化）に伴い、介護サービス情報調査公表セン
ターの指定を廃止【H23】
・県内のＮＰＯ法人等の参入が進んだ福祉サービス第三者評価機関業務を廃止
【H23】

◎

38 貸付事業への評価制度導入 貸付期間の短縮化（12ヶ月→6ヶ月以内）や定期的な状況確認（規定無し→毎月
確認）等、自立促進という貸付制度の趣旨に沿った適切な運用を実施【H22】 ◎

39 （公財）栃木県産業振興セン
ター

利用者意見の反映 会員企業訪問や研修会時のアンケート等により企業ニーズを把握し、ニーズを踏
まえた事業を実施【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

40 （株）とちぎ産業交流センター 産学官交流事業の展開 研修事業を共催とし、申込み窓口を産業振興センターへ一本化【H22】
◎

41 （公財）大谷地域整備公社 ランニングコストの縮減 伝送ケーブルの更新見直しや地震計の更新延長、再配置等により経費を縮減
【H22・H23・H24・H25・H26】
（H21：10,924千円→H22：7,630千円→H23：7,297千円→H24：6,255千円→H25：
5,213千円→H26:4,063千円）

○

（福）とちぎ健康福祉協会

（福）栃木県社会福祉協議会
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

42 なかがわ水遊園と水産試験場
の一体管理検討

施設、設備の共用を実施しているほか、水産試験場公開デーと水遊園の那珂川
大感謝祭を一体的に開催した【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

43 事業の精査 ・「とちぎ未来開拓プログラム」に沿った事業の見直しやプロパー職員給料の５％
削減を継続するとともに、本社、とちぎ花センター、なかがわ水遊園に企画調整を
統一的に担当する職員を配置する等、公社経営の効率化を図った【H24】
・農地中間管理機構として広範囲に農地の集積推進を図った【H25・H26】

○

44 （一社）とちぎ農産物マーケ
ティング協会

協会機能のあり方検討 ・いいもの販売推進本部との連携強化による更なる業務の効率化について検討
【H24・H25・H26】
・県と共にシンガポールでのトップセールスを実施し、食品見本市に出展して現
地での商談を重ねるなど、輸出に向けた効率的なＰＲ活動・販促活動に取り組ん
だ。【H26】

○

45 （公社）栃木県畜産協会 自主財源の確保・コスト削減 中央団体委託事業を新たに受託するとともに、臨時補助員３名削減や出向職員
人件費を削減等によりコスト削減【H26】 ○ 収入確保の要素も有り

46 （公社）とちぎ環境・みどり推
進機構
（旧　栃木県治山林道協会）

委託業務の見直し 協会へ発注していた全ての委託業務に指名競争入札を導入【H23】

◎

47 （公社）とちぎ環境・みどり推
進機構
（旧 栃木県緑化推進委員会）

緑の基金造成中止検討 緑化協力ゴルフ場等からの寄付により約214万円の基金増（H26年度末：
475,769,273千円（目標：5億円））【H26】 ○

48 （財）栃木県森林整備公社 分収林事業の一元化、早期契
約解除

・平成25年４月８日に公社分収林の県への移管を完了（森林整備公社解散）
・先行して早期契約解除に取り組む、市町・財産区所有の旧県行分収林につい
て、契約解除の同意取得のための協議を行った【H25】

○

49 （株）日光自然博物館 経営効率化 引き続き、地元自治会等の地域関係機関と連携して事業を実施【H22・H23・
H24・H25・H26】 ○ 収入確保の要素も有り

（公財）栃木県農業振興公社
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

50 随意契約の見直し 積算補助業務委託の一部に指名競争入札を導入【H23・H24・H25・H26】（H23：
４件→H24：19件→H25：29件→H26：27件） ○

51 下水道管理包括的民間委託
の導入

・H22年度に大岩藤浄化センターと思川浄化センターで包括的民間委託を試行
導入し、H24に導入効果を検証【H22・H23・H24】
・H25の３処理区（大岩藤、思川、北那須）に続き、２処理区（鬼怒川上流、巴波
川）で包括的民間委託を開始【H26】

◎

52 （公財）栃木県民公園福祉協
会

協会所有施設のあり方検討 一万人プールを県有化【H23】
○

53 （公財）栃木県体育協会 今市青少年スポーツセンター
等のあり方検討

・関係各課と今スポのあり方を検討中（総合スポーツゾーン整備検討と併せ）
【H23・H24・H25・H26】
・射撃場については、ライフル射撃場の再開に向けた汚染土壌対策実施のため
の土壌調査実施の方針（H25.6政策経営会議）に基づき土壌調査を実施【H26】

△

54 （公財）日光杉並木保護財団 委託の見直し 財団の設立趣旨を踏まえ、引き続き委託の要否を検討【H22・H23・H24・H25・
H26】 ○

55 委託業務等の見直し 県委託業務のうち、運転免許窓口業務等８業務について一般競争入札を導入
【H25・H26】 ◎

56 自動車教習所業務の見直し 見直しに伴う様々な課題について検討中【H23・H24・H25・H26】
△

（公財）とちぎ建設技術セン
ター

（一財）栃木県交通安全協会
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

Ⅲ　組織・人員のスリム化

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

57 栃木県土地開発公社 組織、人員のスリム化 ３公社の管理業務の統合（H24年4月1日）により、３公社全体の
役員：８名→５名　常勤職員（ﾌﾟﾛﾊﾟｰ）：H23：42名→H24：36名→H25：34名→
H26：33名→H27:31名 ○

58 栃木県道路公社 長期債務縮減、経営体質改
善

・退職不補充等により専任職員（常勤ﾌﾟﾛﾊﾟｰ）を削減【H23・H24・H27】
⇒H23：12名→H24：8名→H25：8名→H26：9名→H27:７名
・県派遣減、民間出向減により常勤職員減【H26・H27】
⇒H23：16名→H24：11名→H25：11名→H26：10名→H27:８名

○

59 栃木県住宅供給公社 公社組織の縮小 ・県営住宅（佐野・足利地区）で指定管理者制度を継続（一括公募）【H23】
・退職不補充により常勤職員（ﾌﾟﾛﾊﾟｰ）を削減【H23・H24・H25・H26・H27】
⇒H23：17名→H24：15名→H25：13名→H26：12名→H27:11名
・大田原地区県営住宅について公募により指定管理者制度導入【H26】

○

60 （公財）とちぎ男女共同参画
財団

県職員依存の組織体制見直
し、機能整理

・ＤＶ対策支援機能の一元化や委託事業の県直営化により県派遣職員を削減
【H23】
※県派遣職員数（H22：6名→H23：3名→H24：2名→H25：1名→H26：1名→
H27：１名）

◎

61 （福）とちぎ健康福祉協会 県派遣職員縮減 県派遣職員削減（H22：6名→H23：4名→H24：1名→H25：0名→H26：1名→
H27:0名）
※H26の1名増（建築職）：清風園等施設建替えのため

◎

62 （公財）栃木県産業振興セン
ター

県派遣職員縮減 県派遣職員削減【H23・H24・H25・H27】（H22：13名→H23：8名→H24：7名→
H25：4名→H26：4名→H27:3名） ○

63 （公財）とちぎ建設技術セン
ター

センターの役割精査、職員体
制の見直し

・県派遣職員削減（H22：20名→H23：14名→H24：10名→H25：9名→H26：8名→
H27:９名）
・第２期中期経営計画（H26～H30）の策定【H25】

○ 事業見直しの要素も有り
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

64 （公財）栃木県民公園福祉協
会

計画的な職員数の適正化 ・常勤職員（ﾌﾟﾛﾊﾟｰ）数削減【H23～H25】（H22：34名→H23：31名→H24：28名→
H25：26名→H26：30名→H27:30名）
・常勤職員（OB、派遣等含む）数削減【H24～H27】（H22：79名→H23：81名→
H24：83名→H25：78名→H26：75名→H27:73名）

○

65 （公財）栃木県体育協会 職員派遣のあり方検討、ス
ポーツ振興と公益法人業務と
のあり方整理、会費制の導入
検討

・中期計画・経営改善計画（H22～H25）（H22年3月策定）に基づき県派遣職員
の見直しを実施
（H22：21名→H23：16名→H24：11名→H25：4名→H26：4名→H27:４名）
・賛助会費収入増に努めた【H26】（H22：2,360千円→H26：2,585千円）

○
事業見直し、収入確保
の要素も有り

66 （一財）栃木県交通安全協会 組織体制の整備 ・職員数の適正化を図るため、人事異動の基本方針を策定し、平成23年7月、正
職員から嘱託職員への身分切替え(32名)を伴う大幅な人事異動を実施【H23】
・運転免許窓口業務の民間企業受託に伴い、約20名職員削減【H24】 ◎
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

Ⅳ　収入確保等、組織の基盤強化

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

67 （公財）とちぎ未来づくり財団
（旧　生涯学習文化財団）

とちぎ県民カレッジ事業との連
携

財団、風土記の丘資料館、埋文センターで講座開催【H22・H23・H24・H25・
H26】 ○

68 （公財）とちぎ男女共同参画
財団

財源確保 ・有料セミナーの受講促進等により収入増を図った【H22・H23・H24】
※受講料収入H23:2,201千円→H24:2,429千円→H25:1,914千円→H26:1,883
円
・男女共同参画ｾﾝﾀｰ（利用料金制導入）の管理者の指定(5年間)を受けた
【H25】
※施設利用料収入の増（H24:17,859千円→H25:18,304千円→H26:20,144円）

○

69 （公財）とちぎ未来づくり財団
（旧　青少年こども財団）

青少年健全育成事業の充実・
強化等

・市町と共催で「心豊かな青少年を育む県民のつどい」を実施
【H22:下野市，H23：宇都宮市，H24：矢板市,H25：佐野市,H26：鹿沼市】
・引き続き各地区青少年連絡協議会等関係団体と連携し「少年の主張大会」を
実施【H22･H23・H24・H25・H26】

○

70 外国人支援体制の強化 引き続き市町国際交流協会と連携し啓発事業等を実施【H22・H23・H24・H25・
H26】 ○

71 自主財源の確保等 ・経営改善計画（H23～H25年度）による効率的な経営を実施【H23～H25】
・自主財源の確保・拡充【H24,H25】
※ホームページバナー広告収入の増（H24:12月→H25:54月→H26:57月
※県民外国語講座（７講座）（H24:104千円赤字→H25:33千円黒字→
H26:152千円赤字）
・賛助会員の拡大【H22・H23・H24】
※賛助会員数（H22年度末：262、H23年度末：311、H24年度末：313、
H25年度末：306、H26年度末：299）

○

72 （福）とちぎ健康福祉協会 自立運営、県関与縮小 ・とちぎ健康福祉協会基本計画二期計画（H25～H29）（H25年4月策定）に基づ
き、効果的・効率的な組織運営等への取組を実施
・施設移譲交付金（H18～25）終了(計4,554,000千円)【H25】 ○ 事務効率化の要素も有り

73 （公財）栃木県保健衛生事業
団

県関与の縮小、自立運営 ・健康度測定事業（県委託事業）を廃止【H22】
・引き続き、医師会等と連携してがん予防活動等を実施【H22・H23・H24・H25・
H26】
・公益財団法人へ移行（H25年4月1日）

○

（公財）栃木県国際交流協会

◎ ○ △ － 計

25 50 11 1 87

Ⅰ 10 3 7 1 21

Ⅱ 11 20 4 0 35

Ⅲ 3 7 0 0 10

Ⅳ 1 20 0 0 21

見
直
し
種
類
別

判定
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特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

◎ ○ △ － 計

25 50 11 1 87

Ⅰ 10 3 7 1 21

Ⅱ 11 20 4 0 35

Ⅲ 3 7 0 0 10

Ⅳ 1 20 0 0 21

見
直
し
種
類
別

判定

74 （公財）栃木県産業振興セン
ター

自主財源の確保 センター内に設置した資金運用委員会の検討を踏まえ、有価証券（国債、地方
債等）による運用を実施【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

75 （株）とちぎ産業交流センター 貸事務室の利用促進・経営改
善

入居企業の初期費用の負担軽減を図るため、入居時の家賃１ヶ月分の減免措
置を実施【H22・H23・H24・H25・H26】
※貸事務所等の入居率（H22：64％→H23：65.7％→H24：74.2%
→H25:99.3％→H26:98.8%）（３月末）

○

76 ブランド戦略の体制整備 引き続き、観光情報発信機能の充実や県産品のブランド化に向けた取組を実施
【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

77 農業部門との連携 とちぎ食の回廊づくりの事業等により農業部門と連携【H22・H23・H24・H25・
H26】 ○

78 市町観光部門との連携 市町観光部門と連携し、情報収集やＰＲ事業を実施【H22・H23・H24・H25・H26】
○

79 食と農の理解促進 「つなごう！食と農実践講座」等の公社自主事業を関係機関・団体と連携協力し
て開催【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

80 経営安定化 ・引き続き、自主事業を有料で実施するとともに入場者確保対策を実施【H22・
H23・H24・H25・H26】
・なかがわ水遊園(10年間)、花ｾﾝﾀｰ(５年間)の管理者に指定【H25】

○

81 （公社）栃木県畜産協会 経営支援機能面の統合検討 ・畜産経営支援活動を機動的かつ効率的に実施するため、「コンサルタント団」
により随時対応するとともに、関係団体や専門家等との定期的な協議を実施し、
支援体制を強化した。【H25・H26】

○

82 （公社）とちぎ環境・みどり推
進機構
（旧 栃木県緑化推進委員会）

緑化推進組織の充実 ・市町緑推の設置等を進めるため、未設置市町へ働きかけを行っている。（25市
町のうち、18市町で設置）【H26】
・企業等への会員加入促進の取組の結果、個人２名、法人６団体が新たに加入
した【H26】

○

83 （公財）栃木県民公園福祉協
会

公園管理に特化した対応策
等の検討

公園ごとに適したパートナーとコンソーシアムを結成し、５公園の管理者として指
定を受けた【H25】

◎

（公社）栃木県観光物産協会

（公財）栃木県農業振興公社

◎ ○ △ － 計

25 50 11 1 87

Ⅰ 10 3 7 1 21

Ⅱ 11 20 4 0 35

Ⅲ 3 7 0 0 10

Ⅳ 1 20 0 0 21

見
直
し
種
類
別

判定

進捗の区分　◎：見直しの目的を達成　　○：見直し方針の通り順調に推移　　△：見直し方針に対し継続検討、未実施等　　－：判定保留　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10



特定指導法人の見直し基本方針（改定）の進捗状況

№ 法人名 見直し項目 進捗状況 判定 備考

◎ ○ △ － 計

25 50 11 1 87

Ⅰ 10 3 7 1 21

Ⅱ 11 20 4 0 35

Ⅲ 3 7 0 0 10

Ⅳ 1 20 0 0 21

見
直
し
種
類
別

判定

84 積極的な保護育成 樹勢回復事業や日光杉並木街道の清掃活動を引き続き実施【H22・H23・H24・
H25・H26】 ○

85 イメージアップの事業展開 イベントにおけるパネル展示、パンフレットの配布などの普及啓発事業を引き続
き実施【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

86 （公財）栃木県暴力追放県民
センター

経営の効率化 基本財産を効率的に運用、賛助会員を拡大【H22・H23・H24・H25・H26】
※賛助会員数（H21年度末：663、H22年度末:702、H23年度末:704、H24年度
末：720→H25年度末：721→H26年度末：734）

○ 事務効率化の要素も有り

87 （一財）栃木県交通安全協会 県安協と地区安協の位置付け
の明確化

県安協と地区安協の活動内容等を広報誌やホームページ等により引き続き周知
【H22・H23・H24・H25・H26】 ○

（公財）日光杉並木保護財団

◎ ○ △ － 計

25 50 11 1 87

Ⅰ 10 3 7 1 21

Ⅱ 11 20 4 0 35

Ⅲ 3 7 0 0 10

Ⅳ 1 20 0 0 21

見
直
し
種
類
別

判定
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